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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期
第１四半期
連結累計期間

第29期
第１四半期
連結累計期間

第28期

会計期間
自2018年４月１日

至2018年６月30日

自2019年４月１日

至2019年６月30日

自2018年４月１日

至2019年３月31日

営業収益 （百万円） 16,217 16,620 67,013

経常利益 （百万円） 3,534 3,610 13,113

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 2,482 2,488 9,326

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,527 2,550 9,502

純資産額 （百万円） 77,864 83,684 83,014

総資産額 （百万円） 88,488 95,675 98,104

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 90.81 91.12 341.34

自己資本比率 （％） 85.2 84.6 81.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 749 721 12,262

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 831 877 △7,654

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,737 △1,892 △3,720

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 3,176 3,927 4,220

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託を導入しております。１株当たり四半期（当期）純利

益を算定するための期中平均株式数については、役員報酬BIP信託口及び株式付与ESOP信託口が保有す

る当社株式を控除しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成してお

ります。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）業績の状況

①経営成績の状況

わが国経済は、輸出や生産で弱含んでいるものの、雇用情勢の改善や個人消費の持ち直しにより、緩やかに回

復しております。

当社業務区域である沖縄県の経済は、県内人口の増加や観光需要、県内の雇用・所得環境の改善を背景として

個人消費が堅調に推移しております。また、観光が好調に推移していることに加え、公共投資も底堅く推移して

おり、全体として拡大しております。

情報通信市場は、携帯電話事業者が提供するサービスなどの同質化や、MVNO事業者による格安SIMサービスなど

の普及が進み、通信事業者は新たな収益の確保に向け、非通信事業へサービスを拡大するなど、転換期を迎えて

おります。

さらに、IoTや人工知能（AI）などのテクノロジーの発展もあり、事業環境は大きく変化しております。

このような情勢のもと、2020年３月期第１四半期連結累計期間（2019年４月１日～2019年６月30日）における

当社のグループ会社を含めた経営成績は以下のとおりであります。

 

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減 増減率（％）
（
 
自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

（
 
自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

営業収益（百万円） 16,217 16,620 402 2.5

営業費用（百万円） 12,712 13,034 321 2.5

営業利益（百万円） 3,504 3,585 80 2.3

経常利益（百万円） 3,534 3,610 75 2.1

親会社株主に帰属する
四半期純利益（百万円）

2,482 2,488 5 0.2

当第１四半期連結累計期間における営業収益については、端末販売収入は減少したものの、モバイルサービス

及びFTTHサービスの顧客基盤が拡大したことから、通信料収入が増加し、前年同期比402百万円増加（2.5％増）

の16,620百万円となりました。

営業費用については、販売関連コストなどが増加し、前年同期比321百万円増加（2.5％増）の13,034百万円と

なりました。

これらの結果、営業利益は前年同期比80百万円増加（2.3％増）の3,585百万円、経常利益は前年同期比75百万

円増加（2.1％増）の3,610百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比5百万円増加（0.2％増）の

2,488百万円となりました。

なお、設備投資の状況については、高速データ通信サービスに係る設備及びモバイルサービスにおけるデータ

トラフィックの増加に伴う通信設備の増設、FTTHサービスに係る設備の拡張などを実施したことにより、設備投

資額は741百万円となりました。

当社グループは単一のセグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

なお、当社グループにおけるサービス別の実績は、次のとおりであります。
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（モバイルサービス）

 

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減 増減率（％）
（
 
自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

（
 
自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

純増数 6,900 4,700 △2,200 △32.7

総契約数 689,000 714,000 25,000 3.6

携帯電話総販売数 56,900 54,800 △2,100 △3.7

総合ARPA（円） 6,672 6,900 228 3.4

 au通信ARPA（円） 6,315 6,487 172 2.7

 付加価値ARPA（円） 357 413 56 15.7

（注）１．純増数、総契約数及び携帯電話総販売数には、データ専用端末、タブレット、通信モジュールサービス

の契約数も含まれております。

２．純増数、総契約数及び携帯電話総販売数は百契約未満を四捨五入しており、増減は端数処理後の数値を

記載しております。

３．ARPA（Average Revenue Per Account）：契約者１人あたりの売上高。MVNO及びプリペイドは除く。

au通信ARPA ：モバイル通信料収入 ÷ au契約者数

付加価値ARPA：付加価値ARPA収入（「決済手数料収入 ＋ 自社サービス他収入など」） ÷ au契約者数

当第１四半期連結累計期間におけるモバイルサービスの状況につきましては、UQモバイルの契約が好調なこと

やauのラインナップとサービスの充実、ネットワーク品質の向上など、お客さま重視のサービスに取り組んだ結

果、前第１四半期連結会計期間末と比較して、総契約数が25,000契約増加（3.6％増）の714,000契約となりまし

た。

ARPAについては、総合ARPAは前年同期比228円増加（3.4％増）の6,900円となりました。このうち、au通信ARPA

については、前年同期比172円増加（2.7％増）の6,487円となりました。付加価値ARPAについては、「auスマート

パスプレミアム」の契約数の増加を主因として前年同期比56円増加（15.7％増）の413円となりました。

（FTTHサービス）

 

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減 増減率（％）
（
 
自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

（
 
自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

純増回線数 2,600 2,400 △200 △10.0

累計回線数 89,100 97,600 8,500 9.5

ARPU（円） 5,023 5,055 32 0.6

（注）１．純増回線数及び累計回線数は、百回線未満を四捨五入して表示しております。

２．純増回線数と累計回線数は、auひかりちゅら、auひかりちゅらビジネス及びひかりゆいまーるの合計を

記載しております。

３．増減については、端数処理後の数値を記載しております。

４．ARPUについては、auひかりちゅらのARPUを記載しております。

５．ARPU（Average Revenue Per Unit）：１契約あたりの月間平均収入。

当第１四半期連結累計期間におけるFTTHサービスの状況につきましては、純増回線数は前年同期比200回線減少

（10.0％減）の2,400回線、累計回線数は前年同期比8,500回線増加（9.5％増）の97,600回線となりました。
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②財政状態の状況

 
前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第１四半期
連結会計期間

（2019年６月30日）
増減 増減率（％）

資産（百万円） 98,104 95,675 △2,429 △2.5

負債（百万円） 15,090 11,990 △3,099 △20.5

 有利子負債（百万円） 302 283 △19 △6.4

純資産（百万円） 83,014 83,684 670 0.8

自己資本比率（％） 81.9 84.6 2.7ポイント －

当第１四半期連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

（資産）

資産については、関係会社短期貸付金が減少したことなどにより、前連結会計年度末と比較して2,429百万円減

少（2.5％減）の95,675百万円となりました。

（負債）

負債については、未払金や未払法人税等が減少したことなどにより、前連結会計年度末と比較して3,099百万円

減少（20.5％減）の11,990百万円となりました。

（純資産）

純資産については、配当金の支払いがあったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上によって利益

剰余金が増加したことなどにより、前連結会計年度末と比較して670百万円増加（0.8％増）の83,684百万円とな

りました。

以上の結果、自己資本比率は84.6％（前連結会計年度末は81.9％）となりました。

③キャッシュ・フローの状況

 

前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

増減
（
 
自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

（
 
自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 749 721 △28

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 831 877 45

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △1,737 △1,892 △154

現金及び現金同等物の増減額（百万円） △156 △293 △136

現金及び現金同等物の期首残高（百万円） 3,332 4,220 887

現金及び現金同等物の四半期末残高（百万円） 3,176 3,927 750

フリー・キャッシュ・フロー（百万円） 1,581 1,599 17

（注）フリー・キャッシュ・フローは「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の合計であります。

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、3,927百万円となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間におけるフリー・キャッシュ・フローは1,599百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上債権の減少や仕入債務が増加したものの、たな卸資産の

増加や未払金の支払額が増加したことなどにより、前第１四半期連結累計期間と比較して28百万円収入が減少

し、721百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出が増加したものの、関係会社

短期貸付金の回収による収入が増加したことなどにより、前第１四半期連結累計期間と比較して45百万円支出が

減少し、877百万円の収入となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローについては、配当金の支払いが増加したことなどにより、前第１四半期連

結累計期間と比較して154百万円支出が増加し、1,892百万円の支出となりました。

（２）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、携帯端末機器及び付属品の購入費用のほか、販売費及び一般

管理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備投資等によるものであり、設備資金等の所

要資金は自己資金で賄っております。

当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており、資金

調達に関し、低コストかつ安定的な資金の確保を基本に、財務状況や金融環境に応じ、最適と思われる調達手段

を選択しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は283百万円となっ

ております。また、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は3,927百万円となりまし

た。これらのいわゆる手元流動資産残高につきましては、当社の財政状態及び金融環境に応じ変動しておりま

す。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,342,000 27,342,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
100株

計 27,342,000 27,342,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年４月１日～
2019年６月30日

－ 27,342,000 － 1,414 － 1,614

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2019年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,338,400 273,384 －

単元未満株式 普通株式 3,300 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  27,342,000 － －

総株主の議決権  － 273,384 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株（議決権の

数19個）含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」には、役員報酬BIP信託口及び株式付与ESOP信託口が保有する当社株式

を含めて表示しております。

なお、当該株式の議決権は不行使となっております。

②【自己株式等】

    2019年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義所有

株式数

（株）

他人名義所有

株式数

（株）

所有株式数の

合計

（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

沖縄セルラー電話株式会社
沖縄県那覇市松山
一丁目２番１号

300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づき、同規則及び「電気通信事業会計規則」（昭和60年

郵政省令第26号）により作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部   

固定資産   

電気通信事業固定資産   

有形固定資産   

機械設備 37,967 38,139

減価償却累計額 △27,437 △28,105

機械設備（純額） 10,529 10,034

空中線設備 12,020 12,120

減価償却累計額 △6,931 △7,122

空中線設備（純額） 5,089 4,998

端末設備 1,155 1,157

減価償却累計額 △714 △728

端末設備（純額） 440 429

市内線路設備 13,725 13,849

減価償却累計額 △8,331 △8,546

市内線路設備（純額） 5,394 5,303

市外線路設備 40 40

減価償却累計額 △16 △16

市外線路設備（純額） 24 23

土木設備 252 253

減価償却累計額 △62 △64

土木設備（純額） 190 188

海底線設備 349 349

減価償却累計額 △349 △349

海底線設備（純額） － －

建物 10,890 10,890

減価償却累計額 △3,724 △3,833

建物（純額） 7,165 7,056

構築物 1,173 1,173

減価償却累計額 △908 △918

構築物（純額） 264 255

機械及び装置 164 164

減価償却累計額 △106 △109

機械及び装置（純額） 58 55

車両 173 173

減価償却累計額 △162 △162

車両（純額） 11 10

工具、器具及び備品 1,581 1,560

減価償却累計額 △1,109 △1,120

工具、器具及び備品（純額） 471 439

土地 2,126 2,131

建設仮勘定 1,759 3,854

有形固定資産合計 33,527 34,781
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

無形固定資産   

施設利用権 56 54

ソフトウェア 441 397

借地権 2 2

その他の無形固定資産 9 9

無形固定資産合計 510 464

電気通信事業固定資産合計 34,037 35,246

附帯事業固定資産   

有形固定資産   

有形固定資産 1,559 1,668

減価償却累計額 △248 △273

有形固定資産（純額） 1,310 1,394

有形固定資産合計 1,310 1,394

無形固定資産   

無形固定資産合計 25 78

附帯事業固定資産合計 1,336 1,473

投資その他の資産   

投資有価証券 374 368

社内長期貸付金 34 36

長期前払費用 2,505 2,467

繰延税金資産 1,214 1,112

敷金及び保証金 42 186

その他の投資及びその他の資産 35 34

貸倒引当金 △26 △25

投資その他の資産合計 4,180 4,180

固定資産合計 39,555 40,900

流動資産   

現金及び預金 4,220 3,927

売掛金 25,574 26,089

未収入金 1,357 1,518

貯蔵品 1,227 1,295

前払費用 210 570

関係会社短期貸付金 26,012 21,408

その他の流動資産 12 13

貸倒引当金 △66 △47

流動資産合計 58,549 54,775

資産合計 98,104 95,675
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

負債の部   

固定負債   

長期借入金 26 26

リース債務 134 121

ポイント引当金 946 951

株式給付引当金 23 29

固定資産撤去引当金 630 630

退職給付に係る負債 217 238

資産除去債務 207 208

その他の固定負債 8 8

固定負債合計 2,193 2,214

流動負債   

1年以内に期限到来の固定負債 71 71

買掛金 1,384 1,231

リース債務 70 63

未払金 7,347 5,418

未払費用 136 149

未払法人税等 2,152 817

前受金 132 165

預り金 1,274 1,687

賞与引当金 298 159

役員賞与引当金 21 5

その他の流動負債 6 6

流動負債合計 12,896 9,775

負債合計 15,090 11,990

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,414 1,414

資本剰余金 1,618 1,618

利益剰余金 77,554 78,183

自己株式 △131 △130

株主資本合計 80,455 81,085

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 37 33

退職給付に係る調整累計額 △138 △135

その他の包括利益累計額合計 △100 △101

非支配株主持分 2,659 2,699

純資産合計 83,014 83,684

負債・純資産合計 98,104 95,675
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

電気通信事業営業損益   

営業収益 11,329 11,841

営業費用   

営業費 3,247 3,153

施設保全費 1,122 1,091

管理費 522 497

減価償却費 1,431 1,487

固定資産除却費 175 133

通信設備使用料 1,486 1,529

租税公課 130 159

営業費用合計 8,116 8,051

電気通信事業営業利益 3,213 3,789

附帯事業営業損益   

営業収益 4,888 4,778

営業費用 4,596 4,982

附帯事業営業利益又は附帯事業営業損失（△） 291 △204

営業利益 3,504 3,585

営業外収益   

受取利息 6 7

受取配当金 4 3

受取賃貸料 2 1

受取保険金 4 4

受取手数料 6 2

雑収入 5 5

営業外収益合計 30 25

営業外費用   

支払利息 0 0

雑支出 0 －

営業外費用合計 0 0

経常利益 3,534 3,610

税金等調整前四半期純利益 3,534 3,610

法人税、住民税及び事業税 906 956

法人税等調整額 92 102

法人税等合計 998 1,058

四半期純利益 2,535 2,551

非支配株主に帰属する四半期純利益 53 62

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,482 2,488
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

四半期純利益 2,535 2,551

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △11 △4

退職給付に係る調整額 3 3

その他の包括利益合計 △8 △0

四半期包括利益 2,527 2,550

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,475 2,488

非支配株主に係る四半期包括利益 52 62
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,534 3,610

減価償却費 1,462 1,513

固定資産除却損 122 94

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △20

ポイント引当金の増減額（△は減少） 27 5

賞与引当金の増減額（△は減少） △93 △139

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △5 21

受取利息及び受取配当金 △11 △11

支払利息 0 0

売上債権の増減額（△は増加） △927 △515

たな卸資産の増減額（△は増加） 358 △22

仕入債務の増減額（△は減少） △568 △153

未払金の増減額（△は減少） △1,023 △1,385

その他 △172 △46

小計 2,698 2,952

利息及び配当金の受取額 11 11

法人税等の支払額 △1,960 △2,241

営業活動によるキャッシュ・フロー 749 721

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,195 △3,445

有形固定資産の売却による収入 0 1

無形固定資産の取得による支出 △6 △65

関係会社短期貸付金による支出 △3,206 △8,107

関係会社短期貸付金の回収による収入 6,405 12,711

その他の支出 △173 △222

その他の収入 7 5

投資活動によるキャッシュ・フロー 831 877

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △26 △19

自己株式の売却による収入 － 0

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △1,688 △1,851

非支配株主への配当金の支払額 △21 △21

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,737 △1,892

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △156 △293

現金及び現金同等物の期首残高 3,332 4,220

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,176 ※ 3,927
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

取締役に対する業績連動型株式報酬制度

当社は、取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。以下同じ）に対して、中長期的な業績向上及び企業価

値増大への貢献意欲を高めることを目的に、役員報酬BIP信託による業績連動型株式報酬制度（以下「本制

度」）を導入しております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、当社が定め

る役員報酬BIP信託に関する株式交付規程に従って、当社株式等が信託を通じて交付される業績連動型の株式報

酬制度です。なお、取締役が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。

（２）信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当第１四半期連結会計期間の当該株式の帳簿価額は39百万円、株式数は9,200株

であります。

管理職に対する株式付与制度

当社は、管理職以上の従業員（以下「従業員」）に対して、業績向上を目指した業務遂行を一層促進するため

のインセンティブ付けを図ることを目的に、株式付与ESOP信託による株式付与制度（以下「本制度」）を導入し

ております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、従業員に対して、当社が定め

る株式付与ESOP信託に関する株式交付規程に従って、当社株式等が信託を通じて交付される株式付与制度です。

なお、従業員が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として従業員の退職時とします。

（２）信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当第１四半期連結会計期間の当該株式の帳簿価額は89百万円、株式数は20,571株

であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

現金及び預金勘定 3,176百万円 3,927百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 3,176 3,927

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月14日
定時株主総会

普通株式 1,695 62.0 2018年３月31日 2018年６月15日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月13日
定時株主総会

普通株式 1,859 68.0 2019年３月31日 2019年６月14日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金２百万円が

含まれております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

EDINET提出書類

沖縄セルラー電話株式会社(E04460)

四半期報告書

17/20



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

１株当たり四半期純利益 90円81銭 91円12銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 2,482 2,488

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益（百万円）

2,482 2,488

普通株式の期中平均株式数（千株） 27,341 27,311

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式を「１株当たり四半期純利益」の算定上、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第１四半期連結累計期間29,845

株）。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年８月５日

沖縄セルラー電話株式会社

取締役会御中

 

ＰｗＣ京都監査法人

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 高井　晶治　印

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 江口　亮　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄セルラー電

話株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から

2019年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖縄セルラー電話株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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